
 

結 果 の 概 要 
 
この集計の結果では，就業者の産業・職業構成（各中分類別）を従業地でみることができる。

ここでは，15 大都市のうち昼夜間人口比率の高い東京都特別区部，大阪市及び名古屋市の３大

都市を取り上げる。 

 

１ 産業中分類 

平成 17年の 15歳以上就業者を産業大分類別に

従業地でみると，３大都市いずれも「サービス業

（他に分類されないもの）」，「卸売・小売業」，「製

造業」の就業者数が多くなっており，これらの上

位３つの分類で各都市の就業者の約半数を占め

ている。 

さらにこれら３つの分類について産業中分類

別１）にみると，産業大分類の「サービス業（他に

分類されないもの）」では３大都市いずれも「そ

の他の事業サービス業２）」の就業者数が最も多く

なっており，「サービス業（他に分類されないも

の）」に占める就業者数の割合は東京都特別区部

が 36.9％，大阪市が 38.7％，名古屋市が 37.6％

となっている。 

産業大分類の「卸売・小売業」では３大都市い

ずれも「卸売業」の就業者数が最も多くなってお

り，「卸売・小売業」に占める就業者数の割合は

東京都特別区部が 51.4％，大阪市が 55.1％，名

古屋市が 48.7％と「卸売・小売業」の約半数を占

めている。 

産業大分類の「製造業」では，東京都特別区部

は「印刷・同関連業」（「製造業」に占める割合は

15.9％），大阪市は「金属製品製造業」（同 13.8％），

名古屋市は「一般機械器具製造業」（同 14.0％）

が最も多い就業者数となっている。 

（表１－１，１－２，１－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 日本標準産業分類（平成14年３月改訂）の97の中分類
　を国勢調査の集計用に再編成した80区分。

2) 労働者派遣業，警備業など

3) 建築設計事務所，公認会計士事務所など

4) ドラッグストア，書店，おもちゃ屋など

注) 大分類のうち「サービス業（他に分類されないもの）」，
　「卸売・小売業」及び「製造業」の中分類項目上位３位
　のみ掲載。

－東京都特別区部（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 6,688,436 100.0

うち
サービス業(他に分類されないもの) 1,289,588 19.3 100.0
うち

その他の事業サービス業 2)  475,425 7.1 36.9
専門サービス業(他に分類されないもの) 3) 314,378 4.7 24.4

洗濯・理容・美容・浴場業    87,024 1.3 6.7

卸売・小売業 1,263,541 18.9 100.0
うち

卸売業    649,466 9.7 51.4
飲食料品小売業    217,437 3.3 17.2
その他の小売業 4) 180,549 2.7 14.3

製造業    742,321 11.1 100.0
うち

印刷･同関連業    118,008 1.8 15.9
化学工業    74,475 1.1 10.0
一般機械器具製造業    74,260 1.1 10.0

－大阪市（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 2,100,391 100.0

うち
サービス業(他に分類されないもの) 373,913 17.8 100.0
うち

その他の事業サービス業 2) 144,680 6.9 38.7
専門サービス業(他に分類されないもの) 3) 83,169 4.0 22.2
洗濯・理容・美容・浴場業    28,000 1.3 7.5

卸売・小売業 476,395 22.7 100.0
うち

卸売業    262,535 12.5 55.1
飲食料品小売業    73,813 3.5 15.5
その他の小売業 4) 58,729 2.8 12.3

製造業    297,444 14.2 100.0
うち

金属製品製造業    41,079 2.0 13.8
化学工業    35,672 1.7 12.0
印刷･同関連業    35,314 1.7 11.9

－名古屋市（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 1,360,366 100.0

うち
サービス業(他に分類されないもの) 229,145 16.8 100.0
うち

その他の事業サービス業 2) 86,169 6.3 37.6
専門サービス業(他に分類されないもの) 3) 45,708 3.4 19.9
洗濯・理容・美容・浴場業    23,881 1.8 10.4

卸売・小売業 311,718 22.9 100.0
うち

卸売業    151,793 11.2 48.7
飲食料品小売業    52,809 3.9 16.9
その他の小売業 4) 44,549 3.3 14.3

製造業    179,133 13.2 100.0
うち

一般機械器具製造業    25,006 1.8 14.0
金属製品製造業    22,237 1.6 12.4
食料品製造業    17,642 1.3 9.8

表１－１　従業地による産業中分類別就業者数　上位３位

表１－２　従業地による産業中分類別就業者数　上位３位

割合
（％）

表１－３　従業地による産業中分類別就業者数　上位３位

産業中分類

産業中分類

産業中分類

割合
（％）

割合
（％）



 

２ 職業中分類 

平成 17年の 15歳以上就業者を職業大分類別に

従業地でみると，３大都市いずれも「事務従事者」

及び「販売従事者」の就業者数が多くなっている

ほか，東京都特別区部では「専門的・技術的職業

従事者」，大阪市及び名古屋市では「生産工程・

労務作業者」の就業者数が多く，これらの上位３

つの分類で各都市の就業者の６割以上を占めて

いる。 

さらにこれら３つの分類について職業中分類

別１）にみると，職業大分類の「事務従事者」では

３大都市いずれも「一般事務従事者」の就業者数

が最も多くなっており，「事務従事者」に占める

就業者数の割合は東京都特別区部が 95.4％，大阪

市が 94.8％，名古屋市が 95.0％と「事務従事者」

の９割以上を占めている。 

職業大分類の「販売従事者」では３大都市いず

れも「商品販売従事者」の就業者数が最も多くな

っており，「販売従事者」に占める就業者数の割

合は東京都特別区部が65.3％，大阪市が70.5％，

名古屋市が 72.3％と「販売従事者」の６割以上を

占めている。 

このほか，東京都特別区部では職業大分類の

「専門的・技術的職業従事者」のうち「技術者」

の就業者数が最も多くなっており，「専門的・技

術的職業従事者」に占める就業者数の割合は

39.8％となっている。大阪市及び名古屋市ではと

もに職業大分類の「生産工程・労務作業者」のう

ち「建設作業者」の就業者数が最も多くなってお

り，「生産工程・労務作業者」に占める就業者数

の割合は大阪市が 14.4％，名古屋市が 15.3％と

なっている。 

（表２－１，２－２，２－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 日本標準職業分類（平成９年12月改訂）の81の中分類
　を国勢調査の集計用に再編成した61区分。

2) ビル・建物清掃員，ごみ収集作業員など

3) 製図・写図・現図作業者，塗装作業者など

注）大分類のうち「事務従事者」，「販売従事者」，「専
　門的・技術的職業従事者」及び「生産工程・労務作業者」
　の中分類項目上位３位のみ掲載。

－東京都特別区部（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 6,688,436 100.0

うち
事務従事者 1,981,405 29.6 100.0
うち

一般事務従事者 1,890,782 28.3 95.4

事務用機器操作員 45,358 0.7 2.3

運輸・通信事務従事者 40,108 0.6 2.0

販売従事者 1,258,836 18.8 100.0
うち

商品販売従事者 822,015 12.3 65.3
販売類似職業従事者 436,821 6.5 34.7

専門的・技術的職業従事者 1,148,993 17.2 100.0
うち

技術者 456,995 6.8 39.8
保健医療従事者 188,482 2.8 16.4
教員 95,587 1.4 8.3

－大阪市（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 2,100,391 100.0

うち
事務従事者 569,021 27.1 100.0
うち

一般事務従事者 539,458 25.7 94.8
運輸・通信事務従事者 13,793 0.7 2.4
事務用機器操作員 13,673 0.7 2.4

販売従事者 454,625 21.6 100.0
うち

商品販売従事者 320,392 15.3 70.5
販売類似職業従事者 134,233 6.4 29.5

生産工程・労務作業者 398,831 19.0 100.0
うち

建設作業者 57,440 2.7 14.4
その他の労務作業者 2) 48,208 2.3 12.1
その他の製造・制作作業者 3) 47,284 2.3 11.9

－名古屋市（平成17年）

就業者数
（人）

15歳以上就業者数 1,360,366 100.0

うち
事務従事者 327,450 24.1 100.0
うち

一般事務従事者 311,132 22.9 95.0
運輸・通信事務従事者 8,538 0.6 2.6
事務用機器操作員 6,305 0.5 1.9

販売従事者 268,339 19.7 100.0
うち

商品販売従事者 194,092 14.3 72.3
販売類似職業従事者 74,247 5.5 27.7

生産工程・労務作業者 309,964 22.8 100.0
うち

建設作業者 47,406 3.5 15.3
その他の労務作業者 2) 35,291 2.6 11.4
運搬労務作業者 34,127 2.5 11.0

表２－１　従業地による職業中分類別就業者数　上位３位

表２－２　従業地による職業中分類別就業者数　上位３位

割合
（％）

表２－３　従業地による職業中分類別就業者数　上位３位

職業中分類

職業中分類

職業中分類

割合
（％）

割合
（％）


